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はじめに   

本研究は、国土庁土地局から平成4年度に受託した研究であり、平成5年度まで  

の2年間にわたり研究を行うもので、今回は中間報告ということで、地価問題、土  

地政策の効果等について体系的。基本的整理に基づいて研究の方向性を示したもの  

である。  

Ⅰ 研究のフレームについて  

1．背景と目的   

「生活大国」の実現を図るためには、国民生活の最も重要な基盤をなす住生活の  

形成を図るとともに、快適な生活環境および特色ある生活圏域の形成を図る事が重  

要であり、そのためには、総合的な土地対策の着実な推進による適正な地価水準の  

実現および適正かつ合理的な土地利用の確保が大前提となる。   

総合土地政策推進要綱では、土地の利用価値に相応した適正な水準まで地価を引  

下げることを土地政策の目標としており、特に、住宅地に関しては、中堅勤労者が  

相応の負担で一定水準の住宅を確保しうる地価水準の実現を目標として定めている。  

さらに、生活大国五か年計画では、大都市圏において、勤労者世帯の平均年収の五  

倍程度（諸条件の下における住宅の取得のために調達可能な資金額）を目安に良質  

な住宅の取得が可能となることを目指して適正な地価水準の実現を図ることを目標  

としており、このために総合的な土地対策を着実に推進することが求められている。   

このような背景を受けて、本研究は地価についての政策目標の認識を行い、これ  

を踏まえて、当該目標を実現するための具体的方策に関する理論的。実証的検討を  

学際的に行う事により、今後の総合的な土地対策の推進、ひいては生活大国の実現  

に資することを目的としている。  

2．研究課題  

（1）地価の目標についての検討課題   

①生活大国を踏まえた地価（レベルおよび変動率）に関する政策課題の抽出   

②地価の目標の検討およびこれらの相互関係の把捉   

（a）利用価値に相応した地価   

（b）住宅需要者の取得能力からみた地価   

kunugi
長方形



（c）住宅供給業者の採算限界からみた地価  

③地価に関する土地政策の目標のありかた  

（2）適正な地価水準等の実現のための具体的方策についての検討  

①適正な地価水準等の実現のために行政が果たすべき役割  

②総合土地政策推進要綱に列挙された各種施策の効果の分析  

③各種施策の連動、組合せ、順序等に関する分析と検討  

（a）施策相互間の相乗効果、トレ【ドオフ関係  

（b）住宅対策と土地対策  

（c）土地利用計画の策定および同計画にしたがった土地利用を誘導、促進するた  

めの施策  

3．研究の方法とスケジュール   

本研究を進めるにあたっては、各方面の有識者から構成される研究会を設置した。   

研究は平成4年、5年と2年度にわたり行い、平成4年度は、3匝Iの研究会を実  

施し、中間報告書をまとめている。平成5年度については年4回程度の研究会を開  

催する予定である。本研究会に携わる委員および事務局スタッフは以下の通りであ  

る。（但し、平成5年3月末時点）  

座長   田 中 一  

委員  大 西  

小 幡 純  

丹  巽  

中 井 検  

水 本 明  

吉 野 直  

行 成躍大学 経済学部 教授  

隆 東京大学 工学部 助教授  

子 上智大学 法学部 助教授  

司 三菱地所株式会社 社長室企画部長  

裕 明海大学 不動産学部 助教授  

義 東京建物株式会社 取締役企画部品  

行 慶応義塾大学 経済学部 教授  

（注）以上、座長を除き50昔順。  

木 村 誠  

高 橋 良  

藤 田 博  

瀬 野 俊  

之 国土庁 土地局 土地政策課長  

〝  〝   土地利用調整課長  

隆   〝  〝   地価調査課長  

樹 建設省 建設経済局 宅地企画室長  

直 建設省 住宅局 住宅政策課長  

彦（郷土地総合研究所 専務理事  

太（郷土地総合研究所 常務理事  

一  
国土庁 土地局 土地政策課 課長補佐  

徳 山  

河原崎  

飯 塚  

事務局 内 海  

長 橋  

石 黒  

青 木  

道 井  

守
良
英
和
裕
敏
美
 
 

久
 
二
 
隆
 
 

〝  係長  

事務官  

〝  ′′  

′′  ′′  

（郷土地総合研究所 主任研究員  

（㈱土地総合研究所 一研究員   
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地価の目梧と実現方策に関する研究のフローチャート  

B．適正な地価水準等の実現に向けた施策の検討  A．地価の目標に関する検討  

（第1回研究会）  （第2回研究会）  

規制等（監視区域、市場整備）   

低未利用地の利用促進等）   
○金観閲遵施策   
・土地関連融資規制（給盈規制等金敷関連）   

④ 各章整地価目揉の基本語識  ○税制関連施策   
・地価の目培を認識することの密売  ・地価税   
ー地価の目標についての考え方の整理  ・市街化区域内の農地の特例廃止等   
－ 7丁ソダノンクルズ に基づく 日韓  ○土地の適正な評価の推進   

一 資産相成に基づく 目標  ○その他   
一 物価水準に基づく 目標  個別施策の効果の検討   
ー 取締能力に基づく 目標   

く効果の把握、分析〉   
・理絢的検汁   

ー 

ェ ．  

（第4回研究会） 6月開催予定  （第5回研究会） 9月 

⑤ 地価の目標の設定について  ⑥ 社会経済システムの歪み 

。地価水準の誘導冒棲  対策に関する検討   
ー 宅地と商業地における 目標  ・歪みの背景と梢遷的対策の検討   
一 枚策に向けた目抒（相応の負担  一 正常な需給関採、市場の監欄   
による一定水準の住宅確保、取  一 供給、有効利用、適切な利用   
得后巨力による 目標）  

】 商業地等における目慄（収益週  一 持家指向、借地借家法   
元価柏とフアンプリ〃ルズ）  一 土地情事R、地価の公的評価   

¶短期的地価変動の許容範囲  

（第6回研究会）12月頓予定  

。政策目標としての地価の考え方と  

政策のあり方（行政の役割）  ・主要施策の相互関係と運動による効果の   
。中長期的なビジョンとアクションプラン  定性的および理縞的検討   

・企業行動と施策効果に関するインクビュ・・H‘・・   

。新たな土地政策への課題  

・対外関係に配慮した政策の検討  
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2．中間報告書の要点  

（1）地価に関する問題の認識   

「地価の関する問題」と言う言葉は極めて広義に理解できるが、地価のどのよう  

な状態が問題になるのか、具体的に認識しておく必要がある。ここでは、主として、  

政府資料や文献等に論じられた問題点を抽出し、「地価の水準」と「地価の短期的  

変動」の2つの側面で検討し、以下のように整理した。  

地価水準および地価の短期的な変勤による問題の整理  

地価水準による問題   地価の短期的な変勤による間庵   

（1）住宅。宅地価格の高騰   ⑳住宅取得の困難化  

⑳低い居住水準  

⑳住宅の遠隔地への立地  

（2）資産格差の拡大   ⑳土地保有者と非保有者  ⑳資金調達能力差  

又は土地保有者間   によるキャピタル  

⑳労働意欲への悪影響  ゲインの偏在   

⑳土地保有企業の優位性  

（3）社会資本整備の遅れ   ⑳公共用地取得の困難化  ●   

（4）住宅供給の阻害   ⑳宅地開発事業の停滞  

（5）投機的土地取引の増大   ⑳法人による土地投機   ●  

⑳土地利用の非効率性   ●   

（6）都心部の人口減少と  

コミュニティーの崩壊   ●  

（7）税負担の増大   ●  

（8）地価上昇期待の形成  ●   

（9）地価のファンタンタルズ  

からの雫離  ●   

仕切不動産業等への影響  ●   

81捻融機関の資産内容の  ⑳不良債権の増大   

悪化  ⑳融資態度の慎重化   

（注）⑳を記入している項目は、各々の現象が直接的に明確な悪影響を与えると考えられる項目。   
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地価に関する問題点の整理   

土  建  経  国  中  土  土 土  
民  

資 料 名  地  設  済   生  
活   

白  

地価に関する  書  書  手  基 学   済  の   
問題の項目  書   引  の  

き   時  

究  代   

1．地 価 上 昇 に 伴 う 問 題   

○住宅取得の困難化   
住宅。  

●  ●  ⑳  ●  ⑳  ⑳  ⑳  ●  

宅地  ○低い居住水準  ⑳  ⑳  ⑳  ●  
値柁の  
高騰  ○住宅の遠隔地への立地   ⑳  ⑳  ⑳  ⑳  ○   

（2）  ○土地保有者と非保有者の格差  ⑳  ⑳  ⑳  ⑳  ⑳  ⑳  ⑳  ⑳  
資産  

柏差の  ⑳  ⑳  ⑳  
拡大  

○企業間の自由競争の阻害  ⑳  ⑳  ●  

（3）社会資本整備の遅れ（用地取得困難）   ⑳  ⑳  ⑳  ⑳  ⑳  ●   

（4）住宅供給の阻害  ⑳  

（5）投機的土地取引の増大、非効率的利用  ●  ●  

（6）都心部の人口減少とコミュニティの崩壊  ●  ●   

（7）税負担の増大  ●  ●  ●  ●   

。土地自書（国土庁編 平成3年版）  

。建設白書（建設省編 平成4年版）  

。経済自書（経済企画庁編 平成4年版）  

。国民生活自書（経済企画庁編 平成2年及び4年版）  

。中小企業白書（中小企業庁編 平成3年及び4年版）  

。土地問題の手引き（土地問題研究会、東京都企画審議室調査部内、平成4年5月）  

・土地政策の基本的研究（NIRA研究叢書Ⅳ0．900071、平成2年10月）  

。土地の経済学（野口悠紀雄、日本経済新聞社、平成元年2月）  

。ストック経済の時代（宮尾尊弘、日本経済新聞社、平成元年9月）  

。都市と土地の理論（岩田規久男他、ぎょうせい、平成4年3月）   
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（2）地価の目標の検討  

（∋地価目標についての基本認識   

地価水準を政策目標に掲げると、あたかも絶対額で示された地価水準を自己目的  

的に、しかも価格への直接介入によって達成しようとしているように誤解される事  

があるが、地価水準の目標はその様なものではない。「土地の利用価値に相応した  

適正な地価水準」の実現は、地価が異常に高騰した時期の緊急的な地価引下げ目標  

に止まらず、中長期的な我が国の社会経済の構造改革の目標である。   

土地基本法の土地に関する基本理念が多岐にわたる社会経済制度上で具体化され、  

土地の資産としての側面を重視した保有。取引。評価。供給等の仕組みや、右肩上  

がりの地価上昇を暗黙の前提とした制度が改められた上で、「正常な需給関係と適  

正な地価の形成」がなされることが土地対策の目標であり、土地の利用価値に相応  

した地価水準はこうした構造改革の結果として実現されるべきものである。   

地価目標の各種指標は、いずれもが土地の持っ様々な側面の一つに着目したもの  

であり、完全なものではない。また、「理論地価」の試算においても、将来に渡る  

金利や経済成長率などの期待に大きく左右され、絶対的なものではない。さらに、  

各種の地価指標はそのいずれもが、現在の経済社会制度のもとで計算されたもので  

あり、地価形成の前提となっている国土構造、税制、国民生活のスタイルといった  

経済社会制度の変化によって影響を受けるものである。  

②地価の目標と指標   

地価の目標を以下の4つに分け、検討し、それぞれの問題点を掲げた。  

）ファンダメンタルズに基づく目標（土地の利用価値から見る考え方）  

（a）考え方  

。地価は利用価値に見合ったものであるべきで、土地からの利益率がその他の  

資産と比べて不離するような価格となるべきではない。  

（b）指標の視点と指標例   

「土地からの収益を表す指標」あるいは「土地の収益を決定する経済要因」  

と地価の関係。  

。GNPなど地代の源泉となるものと地価の比  

。地価と地代。家賃の関係  など  

（c）論点  

。土地が有限の資源であるため、土地収益のGNP比が上昇することが理論的   

に考えられる。  

。用途別の地価を同一に扱えるか。  など   
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住宅地地価の名目GNP比  

く柑弱年仁100）  （婚敵〉  

王詑ゆ  

4㈲  

3捌  

2匂¢  

100  

¢  

地 俵  

名目GNP  

一会国 岬一大大音声市   

ii）資産構成に基づく目標（土地を資産の一部と見る考え方）  

（a）考え方  

。国民、家計は資産を金融資産（預貯金、株式、保険）、不動産等に分配して   

いる。この分配比率は安定しているべきである。  

（b）指標の視点と指標例   

資産総額を表す指標と土地の資産額の比。  

・国民資産中の土地資産の割合  

・家計の土地資産の割合  など  

（c）論点  

・総資産自体がバブルの影響を受ける。  

・資産額には将来所得の代理変数という意味もあるのでは。   など  

％  国民資産に占める土地資産の割合  

一土地／期末姪産   

・…・土地／／r国宮   

％ 58（泊 62 朗 槌（娼 78 72 7‘176 7e 鋤 82 84 8る 8e 98  
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盲iり 吻価水準に基づく目標（地価を物価の一種と見る考え方）  

（a）考え方  

。地価が物価の一種であると考えれば、土地の価格もはぼ他の物価と平行して   

上昇すると考えられる。地価の上昇を「一般物価水準の上昇」と土地の「相対   

価格の上昇」とに分けた場合、地価固有の問題としては「相対価格」の安定を   

目標とすれば良い。  

（b）指標の視点と指標例   

地価がリンクすべきであると考える物価指数と地価の比。  

。各種の物価指数と地価の関係  

（c）論点  

。地価は将来の期待によって動くため、景気の回復局面では各種の物価指数よ   

りも早く上昇に転ずることが予想される。  

。地価が上昇しても物価に問題は生じてこなかった。  

地価の消費者物価に対する比  

など  

（年）   

モ冶 58（必 62 朗（姑 錦 78 72 74 7る 78（婚 82 84 8る 鱒 9㊤ 92  

一全用途 …・・商林地 ‥・住宅地  

iv）住宅取得能力に基づく目標（住宅取得の観点から見る考え方）  

（a）考え方  

。地価は、平均的な国民が住宅を購入しうる水準であるべきである。  

。国民の住宅の取得しやすさが時間的に一定水準を保っようにすべきである。  

（b）指標の視点と指標例   

平均的な国民の「住宅取得の能力」を表す指標と、「住宅購入の負担」を表   

す指標の比。   

今平均的な所得水準と地価、住宅価格の関係   
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。資金調達可能額と住宅価格の関係  

。年収の5倍で住宅が供給できるための素地価格  など  

（c）論点  

。住宅の年収倍率を一定に保っとすれば、土地価格の上昇率を年収の増加の範   

囲内に抑えることになるが、これすま合理的な目標か。  

。所得の上昇に伴って住宅関連支出の割合が上昇しても良いのではないか。  

。住宅取得能力の向上により地価が上昇するという地価上昇の経路がかんがえ  

られる。  

・親からの援助を住宅取得能力に考慮すべきか。  など  

住宅地地価と実収入の比  

（19揖年＝1㈲〉  

住宅地地価  

実 収 入   

叫全国住宅地   

六大都市住宅地  

（年）  朗 （始 （迫  関
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7
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間
 
 

鋤 92 84 鎚 89 9◎ 92  

（3）適正な地価の実現に向けた施策の検討   

これまで実施されてきた土地政策については、個別対策の特徴（副次的な効果を  

含む）の整理やそれぞれの対策の適切な組合せ、連動方策についての具体的な検討  

は必ずしも十分になされていない状況にある。   

このため、本研究では、総合土地政策推進要綱に盛り込まれた個別の土地政策と  

その効果について体系的な整理を試み、地価。土地対策の目標等を明らかにしてい  

くこととした。   
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①総合土地政策推進要綱の体系的整理  
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②総合土地政策推進要綱の定性的効果の検討  
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（4）地価の目標と実現方策の検討に向けて  

以上の検討結果に基づき、今後の課題と研究の進め方を検討した。  

（D地価の短期的変動による問題  

（i）短期的地価変動のメカニズム   

地価決定メカニズムに関する理論的な検討を行ったが、80年代後半における地価  

高騰のメカニズムを十分説明しうる理論はなかった。   

一般論として 、この時期の地価高騰は、金融緩和や急激な国際化、首都圏への一  

極集中、経済成長という背景のもとに、法人企業による不動産投資あるいは土地投  

機など各種の要因が重なって発生したと考える事ができるが、企業行動とバブル発  

生のメカニズムは必ずしも明確ではないという研究会での指摘があった。したがっ  

て、今後、企業の実務責任者等へのインタビュー一等に基づいて、バブル期における  

企業の行動パターンなどに関する調査を行う必要がある。  

（辻）地価指標による短期的な地価変動の認識   

地価と地価指標の推移および地価変動に対応して実施された施策の関係を分析し  

た。不動産融資残高の推移は地価の短期的な変動にはぼ一致しており、不動産融資  

規制は短期的な地価変動に対して一定の効果を与えていることがわかる。また、大  

阪圏における届出対象面積の推移に着目すると、監視区域制度の実施状況と地価動  

向の関係を読み取ることが出来る。当然ながら、監視区域内での届出件数、指導率  

や全般的な土地取引件数の増加は、地価変動に先行もしくは一致した指標になりう  

る。ただし、研究会の指摘のように、監視区域制度が実際にどのような形で効果を  

もたらしているのかについては、より詳しい調査が必要と考えられる。   

この他、国土庁が実施した「地価動向指標開発研究に関する調査報告書、平成4  

年3月」によると、中古マンション売値（伸び率）、土地売出値（伸び率）、土地  

移転件数（伸び率）、貸家着工戸数（伸び率）、株価（対半年前変動率）、住宅取  

得能力指標、東京圏人口（変動率。社会増）などが地価の変動に先行もしくは一致  

した関係にあることが知られている。   

短期的な地価の変動率の目標である許容範囲の設定については、これらの指標を  

総合的に勘案し、ファンダメンタルズの動向を加味しながら考慮する必要がある。  

（這）緊急的対策と効果   

監視区域制度および土地関連融資規制は、地価動向との関係から効果のある緊急  

的対策として考えられる。しかし、それらの効果については、業種や業態の異なる  

企業に対するインタビューなどからより実証的に把握する必要がある。   
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②地価水準による問題  

（i）日本の地価問題を形成する社会経済システムの歪み   

この点については、中間報告までの段階では具体的な議論を行っていない。社会  

経済システムといっても広義な議論ではなく、土地。住宅や地価に関連した範囲に  

絞って今後議論を進める。システムのどこに歪みがあると考えられるのか、土地市  

場の状況、宅地供給量、税制、土地利用、持家指向、借地。借家法、土地情報、公  

的土地評価等多くの視点から検討を行う必要がある。  

（這）ファンダメンタルズと地価水準の関係について   

ファンダメンタルズと地価の関係については、これまで理論地価等から検討して  

きた。それが目標に成りうるのか、住宅地や商業地、地域性などの条件を設定して  

具体的な試算を行い、適用性について検討する必要がある。  

（遠）住宅取得能力と地価水準の関係について   

年収5倍という住宅取得能力に基づく目標について、その具体化を図るとともに、  

上記（這）のファンダメンタルズに基づく水準や収益価格との関係、GNPや年収  

の伸び率との関係について検討を行う。  

（iv）構造的対策の検討   

構造的対策の内容については、総合土地政策推進要綱に沿って検討したが、上記  

（i）の社会経済システムの議論に沿って、政策の内容や効果を再度整理する必要  

がある。  

（3政策への対応  

（i）施策相互関係の把捉   

緊急的対策と構造的対策などに分けて、主要施策の相互関係や連動効果等につい  

て検討を行う。特に、マクロ経済対策と各種の土地政策あるいは住宅政策などの分  

担と連動、緊急的対策が構造的対策に与える影響、構造的施策相互間の連動効果や  

トレ】ドオフ関係について検討する。  

（辻）地価の目標の設定と政策的対応   

緊急的対策と構造的対策からなる政策との関連において、地価の目標を具体的に  

示し、住宅取得難、資産格差、非効率的な土地利用等の土地問題の解決の方向を明  

らかにする。そして、中長期的な政策ビジョンとアクションプランを立案し、生活  

大国実現に資する提言を行う。  

あ お き  と し た か   

土地総合研究所 主任研究員  

み ち い  よ し か ず   

土地総合研究所  研 究 員   
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